
令和５年度版

市税のしおり

笠岡市

税務課・収納対策課





①　一般会計予算のあらまし

●令和5年度一般会計当初予算額を市民1人あたりに換算すると
（令和5年4月1日現在の人口46,003人で計算）

●市民皆さんに納めていただく市税の額を市民1人あたりに換算すると

令和5年度一般会計当初予算　市税予算額
令和5年4月1日現在の人口

　皆さんの生活にもっとも関係の深い、令和5年度一般会計当初予算額は243億8,882万5千円で
す。このうち市税による収入は70億9,310万円で、全体の約29％を占めています。

81億3,831万円
民生費

33%

29億2,247万円
土木費

12%
30億2,296万8千円

総務費
12%

25億7,960万円
衛生費

11%

24億9,216万7千円
教育費

10%

22億5,233万円
公債費

9%

10億6,689万円
消防費

4%

11億2,803万円
農林水産業費

5%

4億3,220万円
商工費

2%

3億5,386万円
その他

2%
歳出

歳出合計
243億8,882万5千円

53万157円

笠岡市の予算

70億9,310万円
市税
29%

23億3,610万円
市債
10%

33億139万8千円
国庫支出金

14%

59億1,000万円
地方交付税

24%

7億6,163万2千円
諸収入

3%

15億8,955万7千円
県支出金

6%

33億9,703万8千円
その他

14%

歳入

歳入合計
243億8,882万5千円

15万4,188円
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②　市税収入の内訳

③　市税の使いみち（1人あたりの市税15万4,188円の使いみち）

　市税の令和5年度当初予算額の内訳は、市民税が23億2,800万円、固定資産税が38億6,840万
円で、この2税で市税の約87%を占め、市税収入の中心となっています。

　市民の皆さんに納めていただく市税は、どんなところにどのくらい使われているのでしょうか。
市民１人あたりの市税（15万4,188円）について、令和5年度予算における使いみちとその内容は
次のとおりです。

23億2,800万円
市民税

33%

38億6,840万円
固定資産税

54%

4億3,730万円
都市計画税

6%

2億6,990万円
市たばこ税

4%

1億8,950万円
軽自動車税

3%
市税収入の内訳

市税収入
70億9,310万円

51,451 円

18,476 円19,111 円
16,308 円15,756 円14,239 円

6,745 円 7,131 円
2,732 円 2,237 円
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民生費･･･福祉などに支出される費用　　　　公債費･･･公債の償還や利子の支払いに要する経費

土木費･･･土木建設費　　　　　　　　　　　消防費･･･消防活動費　

総務費･･･管理事務に要する経費　　　　　　農林水産費･･･農林水産業の振興費

衛生費･･･保健衛生と環境保全費　　　　　　商工費･･･商業振興費
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市税とは、市に納める税金の総称です。市税には、使いみちが特に定められてないで、どのよ

うな費用にもあてることができる「普通税」と、使いみちが特定されている「目的税」がありま

す。

市民税には、個人が負担する「個人市民税」と、法人が負担する「法人市民税」の２種類があ

ります。

市

税

普

通

税

市 民 税

個 人
均等の額を負担する均等割と、個人の前年の所得に

応じて負担する所得割があります。

法 人

個人と同様、均等の額を負担する均等割と、法人の

所得に対してかかる法人税額に応じて負担する法人

税割があります。

固 定 資 産 税 土地・家屋・償却資産に対してかかる税です。

軽自動車税

種別割
原動機付自転車・軽自動車・小型特殊自動車などの

所有者にかかる税です。

環 境

性能割

三輪以上の軽自動車（特殊自動車を除く）の取得者

に、軽自動車の環境性能に応じてかかる税です。

市 た ば こ 税
たばこの製造業者などが市内の小売販売業者に売り

渡した「たばこ」にかかる税です。

目
的
税

都 市 計 画 税

用途地域内の土地・家屋に対してかかる税で、都市

計画事業（下水道・道路などの整備）に要する費用

にあてられます。

市税の種類
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個人市民税は、税金を負担する能力のある人全てに課税されるもので、個人の所得に応じて納めていた

だく「所得割」と、所得の多少にかかわらず一定の税額を納めていただく「均等割」の合計額となります。

なお、個人県民税の課税・納税については、市が個人市民税と併せて行い、皆さんから徴収した税額を

県へ一括納付しています。

① 個人市民税を納めていただく人（納税義務者といいます。）

市内に住所があるかどうか、また事務所などを持っているかどうかは、毎年１月１日現在（これ

を「賦課期日」といいます。）の状況で判断します。

② 個人市民税がかからない人

【均等割も所得割も非課税の人】

・生活保護法の規定による生活扶助を受けている人

・障害者・未成年者・ひとり親・寡婦で、前年中の合計所得金額が1３5万円以下であった人

【均等割が非課税の人】

・前年中の合計所得金額が、下記の金額以下の人

280,000円×（扶養者数＋1）＋268,000円

(ただし、扶養者がいないときは、３80,000円)

【所得割が非課税の人】

・前年中の総所得金額等の合計額が、下記の金額以下の人

350,000円×（扶養者数＋1）＋420,000円

(ただし、扶養者がいないときは、４50,000円)

③ 税率

【均等割】

市民税 年額 3,500円

県民税 年額 2,000円

※東日本大震災の復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源を確保するため、

平成26年度から令和5年度までに限り、市民税、県民税ともに500円が加算されています。

納 税 義 務 者 納 め る 税 額

市内に住所がある人 均等割額と所得割額

市内に事務所・事業所又は家屋敷を有する個人で市内に住所

がない人
均等割額

個人市民税
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【所得割】

市民税 課税標準額の100分の６

県民税 課税標準額の100分の４

※所得割の税額計算は、前年中の所得金額をもとに次のように計算します。

所得割＝（所得－所得控除）×税率－税額控除

④ 所得の種類

所得とは、その種類に応じて、１月１日から12月31日までにおける１年間の収入金額から、原則

としてその収入を得るための必要経費（給与所得の場合は給与所得控除額、公的年金所得の場合は公的

年金等控除額）を差し引いたものをいいます。その種類は、次の表のとおりです。

所得の種類 所得の内容 所得金額

事 業 所 得

営業等：製造・小売・卸売・運送・建設・修理・
サービス・飲食店・漁業・外交員・大工・
内職・日雇・医師・塾経営・集金人等

農業 ：農業・酪農等

総収入金額－必要経費

不 動 産 所 得 地代・アパートの家賃・駐車場代等 総収入金額－必要経費

利 子 所 得 預貯金及び公社債の利子 収入金額

配 当 所 得 株式や出資金の利益の配当
収入金額－元本の取得のために

要した負債の利子

給 与 所 得
給料・（アルバイト・パート等の）賃金・賞与・事業
専従者給与・外交員の固定給・市の各種委員や嘱託員
の報酬・医師等の委嘱料や報酬等

収入金額－給与所得控除額

雑 所 得

①公的年金 ：老齢年金・恩給・退職年金等

②その他雑所得：シルバー人材センター配分金・

互助年金・確定年金・還付加算金・

講演料・原稿料・パチンコ収入・

会社への貸付金利子等

次の①と②の合計額

①公的年金等の収入金額

－公的年金等控除額

②①を除く雑所得の収入金額

－必要経費

一 時 所 得
生命保険や損害保険の満期返戻金・収用された場合の

移転雑費・馬券の払戻金等

総収入金額－必要経費－特別控除

額（最高50万円）

※総所得金額を計算する場合は、2分の１

した額が対象となります。

総合譲渡所得

車両・機械・ゴルフ会員権等の譲渡所得（土地・建物

は分離譲渡）

短期譲渡所得：所有期間が５年以内のもの

長期譲渡所得：所有期間が５年を超えるもの

収入金額－試算の取得価格等の

経費－特別控除額（最高５０万円）

※長期譲渡所得の総所得金額を計算する

場合、2分の１にした額が対象となります。

山 林 所 得 山林の伐採や立木の譲渡による所得
総収入金額－必要経費－特別控

除額（最高５０万円）

退 職 所 得
退職金・退職一時金・退職恩給・社会保険制度に基づ

く一時金等

（収入金額－退職所得控除額）×１／２

※役員として勤続年数が５年以下の法人

役員等の退職金及び勤続年数５年以下

の役員等以外の者の退職金で退職所得

控除額を控除した残額のうち３００万

円を超える部分については，１／２を乗

じません。
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※注 次の所得等については、市県民税の所得の対象となりません。

障害年金や遺族年金、雇用保険の失業給付金、生活保護の給付金、通勤手当(限度額有り)、

相続、贈与等によって取得した所得

⑤ 控除

【給与所得控除】

給与所得については、必要経費にかわるものとして、次の表のとおり収入金額に応じ所得金額を

計算します。

【公的年金等控除】

公的年金等については、次の表のとおり収入金額に応じ所得金額を計算します。

〇受給者の年齢が65歳以上の場合

収入金額（Ａ） 給与所得金額

551,000円 未満 0円

551,000円 以上 1,619,000円 未満 A－５50,000円

1,619,000円 以上 1,620,000円 未満 １,069,000円

1,620,000円 以上 1,622,000円 未満 1,070,000円

1,622,000円 以上 1,624,000円 未満 1,072,000円

1,624,000円 以上 1,628,000円 未満 1,074,000円

1,628,000円 以上 1,800,000円 未満

A÷4＝B

（千円未満端数切捨て）

B×2.4＋100,000円

1,800,000円 以上 3,600,000円 未満 B×2.8－80,000円

3,600,000円 以上 6,600,000円 未満 B×3.2－440,000円

6,600,000円 以上 8,500,000円 未満 A×0.9－1,100,000円

8,500,000円 以上 A－1,950,000円

公的年金等の

収入金額

公的年金等雑所得の金額

公的年金等雑所得以外の所得に係る合計所得金額

1,000万円以下
1,000万円超

2,000万円以下
2,000万円超

3,300,000円以下 収入金額－1,100,000円 収入金額－1,000,000円 収入金額－900,000円

3,300,000円超

4,100,000円以下
収入金額×0.75－275,000円 収入金額×0.75－175,000円 収入金額×0.75－75,000円

4,100,000円超

7,700,000円以下
収入金額×0.85－685,000円 収入金額×0.85－585,000円 収入金額×0.85－485,000円

7,700,000円超

10,000,000円以下
収入金額×0.95－1,455,000円 収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円

10,000,000円超 収入金額－1,955,000円 収入金額－1,855,000円 収入金額－1,755,000円
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〇受給者の年齢が65歳未満の場合

※ 65歳未満であるかどうかの判定は、その年の12月31日(その納税者が年の途中において死亡又は出

国する場合には、その死亡又は出国の時)の年齢によります。

【所得金額調整控除】

次に該当する場合は、給与所得から所得金額調整控除が所得控除の一種として控除されます。

①給与等の収入金額が850万円を超え、次のＡからＣのいずれかに該当する場合

Ａ 本人が特別障害者に該当する

Ｂ 年齢23歳未満の扶養親族がいる

Ｃ 特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族がいる

・所得金額調整控除＝（給与等の収入金額（1,000万円超の場合は1,000万円）

－850万円）×10％

②給与所得控除後の給与等の金額と公的年金等に係る雑所得の金額の両方があり、給与所得

控除後の給与等の金額と公的年金等に係る雑所得の金額の合計額が10万円を超える場合

・所得金額調整控除額＝(給与所得控除後の給与等の金額（10万円超の場合は10万円）

＋公的年金等に係る雑所得の金額（10万円超の場合は10万円）)－10万円

①②の両方に該当する場合は、①の控除後に②の金額を控除します。

公的年金等の

収入金額

公的年金等雑所得の金額

公的年金等雑所得以外の所得に係る合計所得金額

1,000万円以下
1,000万円超

2,000万円以下
2,000万円超

1,300,000円以下 収入金額－600,000円 収入金額－500,000円 収入金額－400,000円

1,300,000円超

4,100,000円以下
収入金額×0.75－275,000円 収入金額×0.75－175,000円 収入金額×0.75－75,000円

4,100,000円超

7,700,000円以下
収入金額×0.85－685,000円 収入金額×0.85－585,000円 収入金額×0.85－485,000円

7,700,000円超

10,000,000円以下
収入金額×0.95－1,455,000円 収入金額×0.95－1,355,000円 収入金額×0.95－1,255,000円

10,000,000円超 収入金額－1,955,000円 収入金額－1,855,000円 収入金額－1,755,000円
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【所得控除】

所得控除は、納税義務者の担税力に応じた税負担を求めるために、納税義務者に配偶者や扶養親

族があるかどうかなどの個人的な事情を考慮して所得から次の金額を引くことになっています。

控除の種類 要 件 控 除 額

雑損控除
災害や盗難等で資産に損害を受け

た場合

次のいずれか多い金額

① 差引損失額 －（総所得金額の合計額×10％）

② 災害関連支出の金額 － 5万円

※ 差引損失額＝「損失金額」―「保険金等で補てんさ

れる金額」

※ 災害関連支出＝災害により滅失した家屋等を除去す

るために必要な費用等

医療費控除

※①又は②

の選択適用

① 通常の医療費控除

本人や生計を一にする親族のた

めに医療費を支払った場合

（支払った医療費） － （保険などによる補填金額）

－（総所得金額等×５％又は10万円のいずれか少な

い金額）

※上限200万円

② 医療費控除の特例

健康診断や予防接種等を受けて

いる人が、本人や生計を一にする

親族のためにスイッチＯＴＣ医

薬品を購入した場合

（特定一般医薬品等購入費）

－ （保険金などで補填される金額） － 12,000円

※上限88,000円

社会保険料

控除

本人や生計を一にする親族の負担

すべき社会保険料を支払った場合
全額

小規模企業

共済等

掛金控除

小規模企業共済等掛金や心身障害

者扶養共済の掛金を支払った場合
全額

生命保険料

控除

本人又は生計を一にする親族を受

取人とする次の生命保険契約等の

保険料や掛金を支払った場合

① 生命保険契約等の保険料や掛金

② 介護医療保険契約等の保険料や掛金

③ 個人年金保険契約等の保険料や掛金

《平成24年1月1日以後に契約した場合（新契約）》

・①～③について、いずれかのみの場合

下表により計算した額

・①～③について、複数該当がある場合

それぞれ下表により計算した額を合計した額

※上限70,000円

《平成23年12月31日以前に契約した場合（旧契約）》

・①のみ又は③のみの場合

下表により計算した額

・①と③の両方に該当がある場合

それぞれ下表により計算した額を合計した額

※上限70,000円

支払保険料 控除額

12,000円以下 全額

12,000円超32,000円以下 支払保険料×1/2＋6,000円

32,000円超56,000円以下 支払保険料×1/4＋14,000円

56,000円超 28,000円
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控除の種類 要 件 控 除 額

生命保険料

控除 続き

《新契約と旧契約の両方がある場合》

・①と③について

新・旧契約それぞれの方法で計算した額を合計した額

※上限28,000円

・②について

新契約のみ適用

・①～③について、複数該当がある場合

それぞれの方法で計算した額を合計した額

※上限70,000円

地震保険料

控除

①本人又は生計を一にする配偶者

その他の親族が有している生活

用資産を保険や共済の目的とし、

かつ、地震や噴火を原因とする火

災等によって生じた損害に対し

て保険金が支払われる損害保険

契約の保険料や掛金を支払った

場合

②右記の㋐から㋒の要件を満たす

長期損害保険契約等に係る損害

保険料を支払った場合

①地震保険料のみの場合

②旧長期損害保険料(下記の要件を満たすもの)のみの場合

㋐平成18年12月31日までに締結した契約（保険期間

又は共済期間の始期が平成19年1月1日以後のものは

除く）

㋑満期返戻金のあるもので、保険期間又は共済期間が

10年以上の契約

㋒平成19年1月1日以後にその損害保険契約等の変更を

していないもの

③両方ある場合

上記①、②で算出した金額の合計額

限度額25,000円

寡婦控除

次の①又は②のいずれかに該当し、

かつ、合計所得金額が500万円以下

の場合

①夫と死別した後、婚姻をしていな

い者又は夫の生死が明らかでな

い者

②夫と離別した後、婚姻をしていな

い者で、子以外の扶養親族（他者

26万円

支払保険料 控除額

15,000円以下 全額

15,000円超40,000円以下 支払保険料×1/2＋7,500円

40,000円超70,000円以下 支払保険料×1/4＋17,500円

70,000円超 35,000円

支払保険料 控 除 額

50,000円以下 支払保険料×1/2

50,000円超 25,000円

支払保険料 控 除 額

5,000円以下 全額

5,000円超15,000円以下 支払保険料×1/2＋2,500円

15,000円超 10,000円
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控除の種類 要 件 控 除 額

の同一生計配偶者又は扶養親族

ではなく、総所得金額等が48万

円以下の者）を有する者

※事実上婚姻関係と同様の事情に

あると認められる場合は対象外

ひとり親

控除

婚姻歴や性別に関わらず、生計を一

にする子（他者の同一生計配偶者又

は扶養親族ではなく、総所得金額等

が48万円以下の者）を有し、かつ、

合計所得金額が500万円以下の場

合

※事実上婚姻関係と同様の事情に

あると認められる場合は対象外

30万円

障害者控除
本人、同一生計配偶者又は扶養親族

が障害者の場合

普通障害者の場合 26万円

特別障害者の場合 30万円

※同居の特別障害者である場合は、23万円加算

勤労学生

控除

本人が勤労学生で、合計所得金額が

75万円以下で、その内勤労によら

ない所得が10万円以下の場合

26万円

同一生計

配偶者

配偶者の合計所得金額が、48万円

以下の場合
同一生計配偶者に対する控除額はありません。

控除

対象

配偶者

同一生計配偶者のうち、納税義務者

の合計所得金額が1000万円以下

の場合

納税義務者の合計所得金額

900万円以下
900万円超

950万円以下

950万円超

1,000万円以下

配 偶 者 が

70歳未満
33万円 22万円 11万円

配 偶 者 が

70歳以上
38万円 26万円 13万円
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※ 年齢は、前年の12月31日現在で判定します。
※ 夫婦間でお互いに、配偶者控除を受けることはできますが、配偶者特別控除を受けることはできません。
※ 納税義務者から「専従者給与」の支払いを受けている配偶者は、「配偶者控除」・「配偶者特別控除」を受ける
ことはできません。

控除の種類 要 件 控 除 額

配偶者

特別控除

納税義務者の合計所得金額が

1,000万円以下で、生計を一にする

配偶者の合計所得金額が48万円を

超え133万円以下の場合

扶養控除
生計を一にする親族で、合計所得金

額が48万円以下の場合

※16歳未満の年少者は、控除対象外（控除額なし）で

す。

基礎控除
合計所得金額が2,500万円以下の

場合

配偶者の

合計所得金額

納税義務者の合計所得金額

900万円以下
900万円超

950万円以下

950万円超

1,000万円以下

48万円超

100万円以下
33万円 22万円

11万円
100万円超

105万円以下
31万円 21万円

105万円超

110万円以下
26万円 18万円 9万円

110万円超

115万円以下
21万円 14万円 7万円

115万円超

120万円以下
16万円 11万円 6万円

120万円超

125万円以下
11万円 8万円 4万円

125万円超

130万円以下
6万円 4万円 2万円

130万円超

133万円以下
3万円 2万円 1万円

区 分 要 件 控除額

一般扶養親族
16歳以上（下記の要件に

該当するものを除く。）
33万円

特定扶養親族 19歳以上23歳未満 45万円

老人扶養親族 70歳以上 38万円

同居老親等
本人又は配偶者の直系

尊属で同居の場合
45万円

合計所得金額 控除額

2,400万円以下 43万円

2,400万円超2,450万円以下 29万円

2,450万円超2,500万円以下 15万円

2,500万円超 適用なし
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【税額控除】

（１）調整控除

国からの地方への税源移譲に伴い、納税者の税負担が変わらないようにするために設けられた

調整措置です。

◆市民税・県民税の合計課税所得金額が200万円以下の場合

次の㋐と㋑のいずれか少ない額の５％に相当する金額

㋐次表の控除の種類欄に適用があれば、同表金額欄適用箇所の合算金額

㋑合計課税所得金額

◆市民税・県民税の合計課税所得金額が200万円を超える場合

㋒の金額から㋓の金額を控除した金額(５万円を下回る場合は５万円)の５％に相当する金額

㋒次表の控除の種類欄に適用があれば、同表金額欄適用箇所の合算金額

㋓合計課税所得金額から200万円を控除した金額

控除の種類 金額

配偶者

控除

一般の控除対象

配偶者

納
税
義
務
者
の
合
計
所
得

900万円以下 5万円

950万円以下 4万円

1,000万円以下 2万円

老人控除対象

配偶者

900万円以下 10万円

950万円以下 6万円

1,000万円以下 3万円

配偶者

特別控除

配
偶
者
の
合
計
所
得

48万円超

50万円未満

900万円以下 5万円

950万円以下 4万円

1,000万円以下 2万円

50万円超

55万円未満

900万円以下 3万円

950万円以下 2万円

1,000万円以下 1万円

扶養控除

一般の扶養親族 5万円

特定扶養親族 18万円

老人扶養親族 10万円

（同居老親等） 13万円

障害者

控除

普通 1万円

特別 10万円

同居特別障害者 22万円

寡婦控除 1万円

ひとり親

控除

父 1万円

母 ５万円

勤労学生控除 1万円

基礎控除 5万円
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（２）配当控除（利益の配当・剰余金の分配等）

配当所得がある場合、次の式で求める配当控除額が控除されます。

配当控除額＝配当所得の金額 × 下表の控除率

（利益の配当及び剰余金の分配に係る配当所得に対する控除率表）

（３）寄附金税額控除

次の寄附をした場合、申告をすることで次の計算により算出した合計額を所得割額から控除さ

れます。（控除対象となる寄附金額上限は、総所得金額等の3割です。）

※１ 特例控除額＝（地方公共団体に対する寄附金－2,000円）×（90%－所得税の限界

税率×1.021） （所得割額の20%を上限額とします。）

※２ 申告特例控除額＝特例控除額×所得税の限界税率×1.021

÷（90％−所得税の限界税率×1.021）

※３ ワンストップ特例制度の申請には次の条件があります。

課税総所得金額、課税長期（短期）譲渡所得金額、株式等

に係る課税譲渡所得等の金額、上場株式等に係る課税配当

所得金額及び先物取引に係る課税雑所得等の金額の合計

額

1,000万円以下の部分 1,000万円超の部分

市民税 県民税 市民税 県民税

剰余金の配当、利益の配当、

剰余金の分配、特定株式投

資信託、特定目的信託の収

益の分配

1.60％ 1.20％ 0.80% 0.60%

特定株式投資信託以外の証

券投資信託の収益の分配

（一般外貨建等証券投資信

託の収益の分配を除く。）

0.80% 0.60% 0.40% 0.30%

一般外貨建等証券投資信託

の収益の分配
0.40% 0.30% 0.20% 0.15%

寄附金の種類 税額控除額 控除対象となる寄附金

ふるさと納税

（地方自治体への寄附金）

基本控除額（10％）

＋特例控除額 ※１

全都道府県、全市区町村に対

する寄附金が対象になりま

す。

ワンストップ特例 申告特例控除額※２ を加算

ワンストップ特例制度を利

用するには申請が必要です。

※３

住所地の共同募金会、日本

赤十字社に対する寄附金
基礎控除額（10%）

岡山県共同募金会、日本赤十

字社岡山県支部に対する寄

附金が対象になります。

県、市が条例で指定する寄

附金
基礎控除（10%）

県、市が条例で指定した寄附

先に対する寄附金が対象と

なります。
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◆寄付を行った年の所得について確定申告をする必要が無い人

◆1年間のふるさと納税納付先自治体が5つまでの人

（４）住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）

平成22年から令和４年12月31日までの間に入居し、所得税の住宅借入金等（住宅ローン）

特別控除の適用を受けた人で、所得税で控除しきれなかった金額がある場合、次のうちいずれか

少ない額が控除されます。

◆平成26年3月までの間に入居された者

①所得税から引ききれなかった住宅ローン控除可能額

②所得税の課税総所得金額等×5％（97,500円を限度）

◆平成26年4月から令和3年12月までの間に入居された者

①所得税から引ききれなかった住宅ローン控除可能額

②所得税の課税総所得金額等×7％（136,500円を限度）※

※ ただし、住宅の対価の額又は費用の額に含まれる消費税等の税率が8％又は10％

の場合に限ります。

（５）外国税額控除

外国にその源泉がある所得について、その国の法令によって所得税や住民税に相当する税が課

税された時に、国際間の二重課税を調整するために、一定の方法により所得割の額から控除され

ます。

⑥ 課税の特例

個人市民税の所得割は、各種所得金額を合計して税額を計算する総合課税を原則としていますが、退

職所得や土地建物の譲渡所得などについては、他の所得と区分して分離課税の方法により課税する特例

が設けられています。

【退職所得にかかる課税の特例】

退職所得にかかる個人市民税所得割額は、通常、所得税と同様に退職金などの支払いを受けるとき

に差し引かれます（特別徴収）。

退職所得にかかる個人市民税所得割の計算式は次のとおりです。

個人市民税所得割額 ＝ {（退職金等の収入金額－退職所得控除） × 1/2 } × 6%

※参考 個人県民税所得割額 ＝ {（退職金等の収入金額－退職所得控除） × 1/2 } × 4%

※勤続年数5年以下の役員等については、上記計算式の1/2の適用はありません。

※勤続年数５年以下の役員等以外の者の退職金についても、退職所得控除額を控除した残額の

うち３００万円を超える部分については、上記計算式の1/2の適用はありません。

（退職所得控除額）

勤続年数（1年未満は切上げ） 退職控除額

20年以下の場合 40万円×勤続年数（最低80万円）

20年超の場合 800万円＋70万円×（勤続年数－20年）
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【土地･建物の譲渡所得にかかる課税の特例】

土地や建物等の資産を譲渡した場合、譲渡した土地や建物等の所有期間によって、それぞれ税額計

算をします。

譲渡した年の1月1日において、土地や建物等の所有期間が5年を超えるものを長期譲渡、5年以

下のものを短期譲渡といいます。

譲渡所得金額 ＝ 収入金額 － 資産の取得費 － 譲渡費用 － 特別控除額（下表）

※長期譲渡所得で、優良住宅地の造成等のための譲渡及び居住用財産の譲渡の場合は、税

率が異なります。

※短期譲渡所得で、国や地方公共団体等へ譲渡の場合は、税率が異なります。

（特別控除額表）

【株式等の譲渡所得にかかる課税の特例】

個人が株式等を譲渡した場合の譲渡所得等に対する税額については、次により計算し、他の所得と

分離して課税されます。なお、源泉徴収を選択した特定口座内の上場株式等の譲渡所得等に対しては、

「株式等譲渡所得割」が課税され特別徴収されます。

◆株式等の譲渡所得等の申告の要否、課税方法等は次の表のとおりです。

※ 納税通知書が送達される時までに、確定申告書とは別に、市民税・県民税申告書と「上場株

譲渡の理由 特別控除額

収用事業のために、土地や建物などを譲渡した場合 5,000万円

自分が住んでいる家屋やその敷地を譲渡した場合 3,000万円

被相続人の居住用財産（空き家）を譲渡した場合 3,000万円

独立行政法人都市再生機構などが行う特定土地区画整理事業等

のために土地等を譲渡した場合
2,000万円

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合 1,500万円

農地保有の合理化等のために農地等を譲渡した場合 800万円

上場株式等

一般株式等特定口座分
一般口座分

源泉徴収選択口座分 簡易申告口座分

株式等譲渡所得割の税率 特別徴収5% －

申告の要否 不要 必要

申告した場合の税率 市民税3%、県民税2%

申告分離課税を選択した上場株式

等の配当等所得との損益通算
できる できない

譲渡損失の翌年への繰越し できる できない

所得税と異なる課税方式の選択※ できる できない

長期譲渡所得にかかる税額 ＝ 譲渡所得金額 × 税率5%（市民税3%、県民税2%）

短期譲渡所得にかかる税額 ＝ 譲渡所得金額 × 税率9%（市民税5.4%、県民税3.6%）

株式等の譲渡所得にかかる税額 ＝ 譲渡所得等金額 × 税率5%（市民税3%、県民税2%）

譲渡所得等金額 ＝ 収入金額 － （取得費＋譲渡費用）
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式等の所得に関する市県民税申告不要等申出書」をご提出いただくことにより、所得税と異

なる課税方式（申告不要制度、申告分離課税）を選択することができます。

（例：所得税は申告分離課税、個人市・県民税は申告不要制度）

◆株式等譲渡所得割による課税・徴収（特別徴収）

源泉徴収を選択した特定口座内の上場株式等の譲渡所得等については、当該口座の証券会社が

所得税の源泉徴収と同時に、別途5％の税率により「株式等譲渡所得割」を特別徴収し、都道府

県に納入します。

したがって、納税義務者が上場株式等の譲渡所得等を申告する必要はありませんが、各種控除

の適用を受けるために申告分離課税により申告することもできます。この場合、特別徴収された

「株式等譲渡所得割」相当額については、翌年度の納税義務者の所得割額から税額控除し、控除

しきれない額は均等割額または未納税額に充当、もしくは納税義務者に還付されます。

【上場株式等の配当所得等にかかる課税の特例】

上場株式等にかかる配当所得について申告する場合には、「総合課税」と「申告分離課税」のいずれ

かを選択できます。ただし、「総合課税」を選択した場合には、他の所得と合算して課税されます。ま

た、「申告分離課税」を選択した場合は、配当控除の適用はありません。上場株式等の配当所得等の税

額の計算式は次のとおりです。

◆株式等の配当等所得の申告の要否、課税方法、税率等は次の表のとおりです。

※ 納税通知書が送達される時までに、確定申告書とは別に、市民税・県民税申告書と「上場株

式等の所得に関する市県民税申告不要等申出書」をご提出いただくことにより、所得税と異

なる課税方式（申告不要制度、申告分離課税）を選択することができます。

（例：所得税は申告分離課税、個人市・県民税は申告不要制度）

◆配当割による課税・徴収（特別徴収）

上場株式等の配当等所得については、当該配当等の支払者が所得税の源泉徴収と同時に、別途

5％の税率により「道府県民税配当割」を特別徴収し、都道府県に納入します。

したがって、納税義務者が上場株式等の配当等所得を申告する必要はありませんが、各種控除

の適用を受けるために総合課税または申告分離課税を選択して申告することができ、総合課税に

上場株式等
一般株式等

一般分 大口株主分

配当割の税率 特別徴収5% －

申告の要否 不要 必要

申告時の選択 総合課税 分離課税 総合課税のみ

申告した場合の税率
市民税6%

県民税4%

市民税3%

県民税2%

市民税6%

県民税4%

配当控除 あり なし あり

上場株式等の譲渡損失との損益通算 できない できる できない

その他の所得との損益通算 できる できない できる

所得税と異なる課税方式の選択※ できる できない

上場株式等の配当所得等にかかる税額 ＝ 配当等所得金額 × 税率

配当等所得等額 ＝ 収入金額 － 元本取得に要した負債の利子
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より申告した場合は、配当控除および配当割額控除が適用され、申告分離課税により申告した場

合は、配当割額控除のみが適用されます。

申告された場合、特別徴収された「道府県民税配当割」相当額については、翌年度の納税義務

者の所得割額から税額控除し、控除しきれない額は均等割額または未納税額に充当、もしくは納

税義務者に還付します。

◆上場株式等の譲渡損失等との損益通算（申告分離課税制度）

上場株式等の譲渡損失または繰越損失がある場合には、申告分離課税を選択した上場株式等の

配当等所得の金額から控除することができます。

【先物取引にかかる雑所得等の特例】

先物取引による雑所得等に対する税額は、次により計算します。

先物取引の雑所得は、収入金額から委託手数料やその他の経費を差し引いて計算します。

⑦ 申告について

1月1日現在笠岡市内に住所がある人は、毎年2月から3月までの確定申告期間に市民税･県民税申

告書を笠岡市へ提出してください。申告会場等は「広報かさおか」や「笠岡市ホームページ」でお知ら

せします。

ただし、次の人は市民税･県民税の申告をする必要はありません。

◆税務署へ所得税の確定申告書を提出する人

◆給与所得のみで、勤務先の年末調整を受けた人

⑧ 納税の方法

個人市民税の納税方法は、納税通知書で納めていただく普通徴収と、勤務先の給与または公的年金か

ら天引きすることで納めていただく特別徴収の2種類があります。

【普通徴収】

事業所得者などの場合は、税務課からお送りする納税通知書によって、通常年4回（6月、8月、

10月、翌年1月）の納期に分けて納税していただきます。

【特別徴収】

（１）給与からの特別徴収

給与所得者の場合は、給与の支払者（この人を特別徴収義務者といいます。）が６月から翌年

の５月までの毎月の給与から税額を差し引き、これを翌月の10日までに市に納めていただく

ことになっています。これを給与からの特別徴収といいます。なお、納税義務者には特別徴収

義務者を通じて税額決定通知を行います。

（２）公的年金からの特別徴収

日本年金機構等の年金の支払者が、各偶数月の年金から税額を差し引くことを年金からの特別

徴収といいます。なお、年金から特別徴収される納税義務者には、市から税額決定通知を行いま

す。

◆対象となる人

公的年金にかかる住民税の納税義務者のうち、4月1日現在において国民年金法に基づく

先物取引の雑所得にかかる税額 ＝ 雑所得金額 × 税率5%（市民税3%、県民税2%）
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老齢基礎年金等の支払いを受けている65歳以上の人

ただし、次の人は対象とはなりません。

・老齢基礎年金等の給付額の年額が、18万円未満である人

・当該年度の特別徴収税額が老齢基礎年金等の給付額の年額を超える人

・介護保険料が公的年金から特別徴収されていない人

◆対象となる税額

公的年金等にかかる所得に対する住民税の所得割額と均等割額

※ただし、特別徴収の対象となる給与所得がある人は、均等割額は給与から特別徴収さ

れます。

（例）新たに公的年金からの特別徴収の対象となられる人

（例）前年度から継続して公的年金からの特別徴収の対象になられている人

4月 6月 8月 10月 12月 2月

納付額
年税額の

１／４

年税額の

１／４

年税額の

１／６

年税額の

１／６

年税額の

１／６

納付方法
納付書で納める

（普通徴収）
公的年金からの天引き（特別徴収）

4月 6月 8月 10月 12月 2月

納付額

前年度の

年税額の

１／６

前年度の

年税額の

１／６

前年度の

年税額の

１／６

年税額の

残りの

１／３

年税額の

残りの

１／３

年税額の

残りの

１／３

納付方法 公的年金からの天引き（特別徴収）
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Ｑ 私の夫は今年の２月に死亡しましたが、市民税の納税通知書が送られてき

ました。納税しなければならないのでしょうか。

Ａ 市民税は、毎年１月１日（賦課期日）現在、市内に住んでいる人に対し、

前年中（前年の１月～１２月まで）の所得に基づき、課税することになって

います。したがって、今年１月１日以降に死亡された方に対しても、その年

度の市民税が課税され、相続人が納税義務を引き継ぐことになります。

Ｑ 私は勤務のかたわら仕事関係の雑誌に原稿を書き、その所得が１８万円ほ

どあります。所得税の場合は２０万円以下であれば申告不要と聞いておりま

すが、市民税の申告をする必要がありますか。

Ａ 所得税は、所得の発生した時点で源泉徴収を行っているので、給与所得以

外の所得が２０万円以下の場合は申告が不要となっています。しかし、市民

税においては、他の所得と合算して税額計算をするので、給与所得以外の所

得がある場合には、所得の多寡にかかわらず申告しなければなりません。

Ｑ 私は４月に笠岡市から福山市に引っ越しました。市民税はどちらの市に納

めることになるのでしょうか。

Ａ 1 月 1 日現在では、あなたの住所は笠岡市にあったため、福山市に引越し

されても、その年度分の個人市民税は笠岡市に納めていただくことになりま

す。福山市には次年度から納めることになります。

Ｑ 私は 11 月に会社を退職しましたが、翌年１月に納税通知書により市民税

を納付しました。しかし 6 月にも納税通知書が送られてきました。これは

なぜでしょう。

Ａ 会社員の市民税の納税は、原則特別徴収（給与天引き）で行われ、6 月か

ら翌年 5 月までの 12 回で天引きします。年の途中で退職された場合は、そ

れ以降給与天引きできないので、残りの税額を納税通知書で納めていただく

必要があるため送付しています。

その後の 6 月に届いた納税通知書は、次年度の市民税となります。

Ｑ 私は生命保険と介護医療保険、個人年金に加入して、確定申告をして１２

万円の控除をうけましたが、市民税の通知書では生命保険料控除は７万円し

か控除されていません。これは間違っているのではないでしょうか。

Ａ 所得税の生命保険料控除は、生命保険と介護医療保険、個人年金でそれぞ

れの上限が 4 万円で１２万円まで控除を受けることができます。しかし、市

民税の生命保険料控除は、それぞれの上限が２万８千円までとなっていて、

合計で 7 万円までしか控除されません。なお、旧契約の場合、住民税は生命

保険と個人年金、それぞれ上限 5 万円で、合計で 7 万円までの控除となり

ます。

個人市民税 Q&A
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法人市民税は、笠岡市内に事務所又は事業所（以下「事務所等」という）、寮等を有する法人や人格

のない社団等にかかる税金で、法人の規模に応じて一定の額を負担していただく均等割と、法人税額

（国税）に応じて負担していただく法人税割があります。

① 法人市民税を納めていただく方（納税義務者といいます。）

※１ 事務所等……事業の必要から設けられた人的・物的設備であって、そこで継続して事業が行

われる場所をいいます。

※２ 寮 等……寮、宿泊所、保養所、クラブ、集会所その他これらに類するもので、従業員の

宿泊、慰安、娯楽のために常時設けている施設をいいます。

法人の区分等により納める税の状況が異なります。下記の表でご確認ください。

※３ 収益事業…法人税法に規定された34の事業で、継続して事業場を設けて行われるものをいいます。

納税義務者 納める税

市内に事務所等（※１）を有する法人 均等割と法人税割

市内に寮等（※２）を有する法人で事務所等を有しない法人 均等割のみ

法人課税信託の引受けを行うことにより法人税を課税される個

人で笠岡市内に事務所等を有するもの
法人税割のみ

法人の区分
収益事業

（※３）

納める税の状況

法人税割 均等割

公共法人
Ａ 地方税法上の公共法人 非課税 非課税

Ｂ 法人税法上の公共法人で A 以外のもの 非課税 ○

公益

法人等

Ｃ 地方税法第 25条第 1項第2号及び

第 296 条第 1 項第 2 号に掲げる法人

無 非課税 非課税

有 ○ ○

Ｄ 法人税法別表第２に掲げる

C以外の公益法人等

無 非課税 ○

有 ○ ○

法人税法別表第2に掲げる

独立行政法人

無 非課税 ○

有 ○ ○

法人税法以外の法律により

公益法人等とみなされるもの

無 非課税 ○

有 ○ ○

協同組合等 法人税法別表第３に掲げる法人 ○ ○

人格のない

社団等

法人でない社団または財団で代表者

または管理人の定めのあるもの

無 非課税 非課税

有 ○ ○

普通法人

E 一般社団法人・一般財団法人

（非営利型法人以外のもの）
○ ○

F E以外の法人等（株式会社、有限会社等） ○ ○

法人市民税
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② 均等割の計算

均等割額 ＝ 年税額 × 事務所等を有していた月数 ÷ １２

（注）事業年度の途中で事務所等を開設・閉鎖した場合は、事務所等を有していた月数が1月に満た

ない場合は１月とし、１月に満たない端数が生じた場合は切り捨てます。

※４ 資本金等の額…資本金等の額と資本金の額及び資本準備金の額の合算額の多い方

※５ 従業者数の合計数…市内に有する事務所・事業所又は寮などの従業者数の合計数

（資本等の金額と従業者数の合計数は、課税標準の算定期間の末日で判定します。）

③ 法人税割の税率

※笠岡市は超過課税税率を適用しています。

区 分
年 税 額

資本金等の額（※４） 市内従業者数の合計数（※５）

１０００万円以下 ５０人以下 ５万円

５０人超 １２万円

１０００万円を超え １億円以下 ５０人以下 １３万円

５０人超 １５万円

１億円を超え １０億円以下 ５０人以下 １６万円

５０人超 ４０万円

１０億円を超える ５０人以下 ４１万円

１０億円を超え ５０億円以下 ５０人超 １７５万円

５０億円を超える ３００万円

公共法人及び公益法人等のうち均等割が課税されるもの

５万円

人格のない社団等で収益活動を行うもの

一般社団法人及び一般財団法人（非営利型法人を除く）

資本金の額または出資金の額を有しない法人（保険業法に規定する相互会社以

外）

令和元年10月1日から

開始した事業年度

平成26年10月1日から

令和元年９月30日以前に

開始した事業年度

税率 ８.４％ １２.１％
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④ 法人税割の計算

【笠岡市のみに事務所等を有する法人の場合】

法人税割額 ＝ 課税標準となる法人税額 × 税率

【複数の市町村に事務所等を有する法人の場合（分割法人）】

手順１ 分割法人の課税標準額を計算します。

分割法人の課税標準額 ＝ 課税標準となる法人税額 ÷ 全従業者数の合計 × 市内の従業者

※ 市内従業者数は、市内に有する事務所等の算定期間末日における従業者数です。

※ 事業年度の途中で事務所等を新設・廃止した場合の従業者数は、事務所等が存在した月数

に応じて月割で計算します。

※ 法人税割の算出に用いる「月数」は、暦に従って計算し、１月未満の場合は１月とし、

１月未満の端数が生じた場合は切り上げます。

※ 計算後の従業者数に1人に満たない端数が生じた場合は1人とします。

手順２ 法人税割額を計算します。

法人税割額 ＝ 分割法人の課税標準額 × 税率

⑤ 法人等の設立・開設・変更に伴う届出

笠岡市内に、新しく法人等を設立した場合や、事務所等を開設した場合は、２か月以内に法人名・所

在地・代表者名・設立年月日・事業年度等の必要事項を税務課に届出てください。また、商号変更・所

在地変更・代表者変更・資本金額変更等の届出内容に変更を生じた場合や、事務所等を閉鎖した場合、

法人を解散・清算結了した場合についても税務課に届出てください。届出の際には、登記簿の謄本ある

いは抄本、定款の写し等が必要となります。

⑥ 申告と納税

法人市民税は、それぞれの法人が定める事業年度が終了した後一定期間内に、その法人が納付すべき

税額を算出して申告し、税金を納めることとなっています。

※ 公益法人等で均等割のみが課税されるものについての申告納付期限は４月末日です。

※ 公共法人、公益法人等、協同組合等、人格のない社団等、事業年度が６か月以下の法人、新たに

設立された法人、前事業年度の確定法人税額が20万円以下の法人等は、中間（予定）申告を行

う必要はありません。

申告区分 申告納付期限 納付税額

予定申告

事業年度開始の日以後

６か月を経過した日か

ら２か月以内

《予定申告》

均等割額（年額）の１/２と前事業年度の法人税割額の１/

２との合計額

仮決算による

中間申告

《中間申告》

均等割額（年額）の１/２とその事業年度開始の日以後６

か月を１事業年度として計算した法人税割額との合計額

確定申告

事業年度終了の日の翌

日から、原則として２

か月以内

均等割額＋法人税割額

当該事業年度について中間（予定）申告した税額がある場

合は、その額を差し引いた額
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固定資産税は、賦課期日である毎年１月１日に、市内に固定資産（土地・家屋・償却資産）

を所有している人が、その固定資産の価格をもとに算定された税額を納める税金です。

① 固定資産税を納めていただく人（納税義務者といいます。）

固定資産税を納める人は、原則として固定資産の所有者です。

ただし、所有者として登記（登録）されている人が賦課期日前に死亡している場合等には、

賦課期日現在で、その土地や家屋を現に所有している人（相続人等）が納税義務者となりま

す。

② 価格の決定

固定資産の価格は、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づいて行われ、市長がその価

格を決定します。

土地・家屋は、３年ごとの基準年度に評価替えを行いますが、途中、土地の地目変更、家

屋の新・増築などがあった場合は、新たに評価を行い、価格を決定します。

償却資産については、所有者の方に毎年１月１日現在の状況を１月３１日までに申告して

いただき、これに基づき、毎年評価し、その価格を決定します。

③ 評価替え

固定資産税は、固定資産の価格、すなわち「適正な時価」を課税標準として課税されるも

のです。したがって、本来であれば毎年評価替えを行い、これによって得られる「適正な時

価」をもとに課税を行うことが納税者間における税負担の公平に資することになりますが、

膨大な量の土地や家屋について毎年度評価を見直すことは、実務的には事実上不可能である

ことや、課税事務の簡素化を図り徴税コストを最小に抑える必要もあること等から、土地と

家屋については原則として３年間評価額を据え置く制度、換言すれば、３年ごとに評価額を

見直す制度がとられています。この意味から、評価替えは、この間における資産価格の変動

に対応し、評価額を適正な均衡のとれた価格に見直す作業であるといえます。

なお、土地の価格については、据え置き年度においても地価の下落があり、価格を据え置

くことが適当でないときは、簡易な方法により評価額を修正することになっています。

④ 縦覧制度

固定資産税の納税者が、自分の所有する土地又は家屋が適正に評価されているかを判断す

るために、比較の目的で他の人が所有する市内の類似した土地又は家屋の評価額などを見る

ことができる制度で、土地価格等縦覧帳簿又は家屋価格等縦覧帳簿をご覧いただくものです。

ただし、土地のみを所有している方は家屋価格等縦覧帳簿、家屋のみを所有している方は

土地価格等縦覧帳簿の縦覧はできませんのでご留意ください。

縦覧期間は、毎年４月１日から第１期納期限の日（原則５月末日）までです。

土 地 登記簿又は土地補充課税台帳に所有者として登記又は登録されている人

家 屋 登記簿又は家屋補充課税台帳に所有者として登記又は登録されている人

償 却 資 産 償却資産課税台帳に所有者として登録されている人

固定資産税
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縦覧できる方は、固定資産税の納税者及びその代理人の方のみです。縦覧に来られる方は、

本人確認のできるもの（マイナンバーカード・運転免許証・保険証・納税通知書等）が必要

です。

⑤ 閲覧制度（固定資産課税台帳の閲覧）

固定資産税の納税義務者等が、自己の資産について固定資産課税台帳に登録された内容を

確認することができる制度です。また、借地人・借家人等も借用物件の課税台帳の閲覧がで

きます。

閲覧できる方は、固定資産の納税義務者や同一世帯の同居の親族や納税管理人又は納税義

務者の委任状等がある方又は借地借家人等で権利関係の分かる書面を持参している方です。

閲覧に来られる方は、本人確認のできるもの（マイナンバーカード・運転免許証・保険証・

納税通知書等）が必要です。

⑥ 固定資産税の価格に不服がある場合

固定資産課税台帳の登録価格に不服がある場合には、固定資産評価審査委員会に対して審

査の申出をすることができます。

【審査の申出をすることができる者】

固定資産税の納税義務者

【審査の申出をすることができる事項】

固定資産課税台帳に登録された価格

※価格以外のことについては、審査の申出の対象になりません。

【審査の申出をすることができる期間】

固定資産課税台帳に価格等を登録した旨の公示の日以降、納税通知書の交付を受けた日

の翌日から起算して３か月以内です。

また、縦覧に供した日以後に価格の決定又は修正があった場合は、その通知を受けた日

から３か月以内に審査の申出をすることができます。

【審査の申出の方法】

審査の申出は、審査申出書を固定資産評価審査委員会に提出（郵送可）して行います。

審査申出書は、固定資産評価審査委員会事務局にあります。

⑦ 課税標準額の算定

原則として、課税台帳に登録された価格が課税標準額となります。しかし、住宅用地の特

例措置や税負担の調整措置等により、課税標準額が価格より低くなる場合があります。

また、課税標準額の合計が次の金額（免税点）に満たない場合には、固定資産税は課税さ

れません。

（免税点）

区分 金額

土 地 ３０万円

家 屋 ２０万円
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⑧ 税額の計算方法

固定資産税額は次のように計算します。

固定資産税額 ＝ 課税標準額 × 税率

※ 税率は、１.４％です。

⑨ 土地の課税のしくみ

【評価のしくみ】

土地の評価は、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づき、地目別に定められた評価

方法により評価します。

地目には、宅地、田、畑、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野、雑種地があり、固定資産

税の評価は、登記簿上の地目ではなく、現況の地目によって行います。

【宅地の税負担の調整措置と課税標準額の算出方法】

平成８年度までの宅地の税負担は、大部分の土地が評価額の上昇割合に応じてなだらか

に上昇する負担調整措置等が行われてきました。しかし、平成９年度の評価替えに伴い、

課税の公平の観点から、地域や土地によりばらつきのある負担水準（評価額に対する前年

度課税標準額の割合）を均衡化させることを重視した税負担の調整措置が講じられること

となりました。その結果、宅地について負担水準の高い土地は税負担を引き下げ又は据え

置き、負担水準の低い土地はなだらかに税負担を上昇させることによって負担水準のばら

つきの幅を狭めていく仕組みが導入されました。

（１）商業地等の宅地（非住宅用地）

ア 負担水準が７０％を超える場合（引き下げ）

課税標準額＝評価額×０.７

イ 負担水準が６０％以上７０％以下の場合（据え置き）

課税標準額＝前年度課税標準額

ウ 負担水準が６０％未満の場合（なだらかに上昇）

課税標準額＝前年度課税標準額＋評価額×５％

ただし、上記ウで計算した額が、評価額の６０％を上回る場合は評価額の６０％、

評価額の２０％を下回る場合は評価額の２０％を今年度の課税標準額とします。

なお、令和４年度に限り、商業地等係る課税標準額の上昇幅を評価額の２．５％（現

行 5％）とする特別な措置がとられています。

（２）住宅用地

ア 負担水準が１００％を超える場合（引き下げ）

課税標準額＝評価額×住宅用地特例率

イ 負担水準が１００％未満の場合（なだらかに上昇）

課税標準額＝前年度課税標準額＋（評価額×住宅用地特例率）×５％

本則課税標準額（Ａ）

償却資産 １５０万円

前年度課税標準額

新評価額（×住宅用地特例率（1/3 又は 1/6））
負担水準 ＝



26

ただし、上記イにより計算した額が、上記(Ａ)の１００％を上回る場合は(Ａ)の

１００％、上記(Ａ)の２０％を下回る場合は(Ａ)の２０％を今年度の課税標準額とし

ます。

（３）住宅用地に対する課税標準額の特例

住宅の敷地の用に供されている土地に対しては、その税負担を軽減する必要から、

その面積の広さにより、次の区分に分けて課税標準額を軽減する特例措置があります。

（住宅面積の１０倍までを限度とします。）

① 小規模住宅用地（住宅１戸につき２００㎡以下の住宅用地）

② 一般住宅用地（小規模住宅用地以外の住宅用地）

⑩ 家屋の課税のしくみ

【評価のしくみ】

家屋の評価は、固定資産評価基準に基づき、再建築価格を基礎に評価します。

（１）新築家屋の評価

評価額 ＝ 再建築価格 × 経年減点補正率

（２）新築家屋以外の家屋（在来分家屋）の評価

評価額は、新築家屋の評価と同様に求めますが、再建築価格は、建築物価の変動分

を考慮します。ただし、算出された評価額が前年度の価額を超える場合は、通常前年

度の価額に据え置かれます。（増改築又は損壊等がある家屋については、これらを考

慮して再評価されます。）

【新築住宅の減額措置】

新築された住宅が、次の要件を備えている場合は、その住宅部分の固定資産税額の２分

の１に相当する額が３年度間（３階建て以上の中高層耐火住宅等については５年度間）減

額されます。

ただし、延べ床面積のうち１２０㎡部分までを限度とします。１２０㎡を超える部分に

ついては、減額の対象から除外されます。

㋐ 専用住宅又は併用住宅であること。（併用住宅の場合、居住部分の割合が２分の１

以上のものに限られます。）

㋑ 浴室・台所・便所等を備えた住宅であり、居住部分の床面積が５０㎡以上（一戸建

て以外の貸家住宅にあっては４０㎡以上）２８０㎡以下であること。

固定資産税 ６分の１

都市計画税 ３分の１

固定資産税 ３分の１

都市計画税 ３分の２

再建築価格
評価の対象となった家屋と同一のものを、評価の時点におい

てその場所に新築するものとした場合に必要とされる建築費

経年減点補正率
家屋の建築後の年数の経過によって生ずる損耗の状況による

減価をあらわしたもの
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【認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額措置】

一定の要件を満たす認定長期優良住宅について、１２０㎡までを限度として、新たに固

定資産税が課税されることとなった年度から５年度間（３階建て以上の中高層耐火住宅等

は７年度間）、固定資産税の２分の１を減額します。

次の㋐から㋒の要件を満たす必要があります。

㋐ 平成２１年６月４日から令和６年３月３１日までに新築された住宅

㋑ 「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」の規定に基づき、住宅性能が一定基準

を満たすものとして行政庁の認定を受けた住宅

㋒ 床面積が５０㎡以上（一戸建て以外の貸家住宅にあっては４０㎡以上）２８０㎡以

下で、そのうち居住部分の割合が全体の床面積の２分の１以上のもの

この減額措置については、新築された日から翌年の１月３１日までの間に申告が必要と

なります。

【住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額措置】※１

昭和５７年１月１日以前から所在していた住宅のうち、平成１８年１月１日から令和６

年３月３１日までの間に一定の耐震改修が行われた住宅について、１２０㎡を限度として

工事が行われた翌年の固定資産税の２分の１を減額します。

（適用条件）

・昭和５７年１月１日以前から所在する住宅であること。

・居住部分の割合が２分の１以上であること。

・現行の耐震基準に適合する耐震改修であること。

・耐震改修に係る費用が１戸あたり５０万円超であること。

【住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額措置】※２

新築された日から１０年以上を経過した住宅のうち、平成１９年４月１日から令和６年

３月３１日までの間に、一定のバリアフリー改修が行われた住宅（居住部分の割合が２分

の１以上、賃貸住宅は除く）について、１００㎡までを限度として、工事の翌年の固定資

産税額の３分の１を減額します。なお、この減額措置の適用は一回限りです。

（要件）

・６５歳以上の者、要介護認定または要支援認定を受けている者、障がい者のいず

れかが居住している住宅であること。

・改修工事完了後の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であること。

・次の工事で、他の補助金等を除く自己負担額が５０万円超であること。

廊下の拡幅、階段の勾配緩和、浴室の改良、トイレの改良、手すりの取り付け、

床の段差の解消、引き戸への取り替え、床表面の滑り止め対策

【住宅の省エネ改修に伴う固定資産税の減額措置】※３

平成２０年１月１日に現存する住宅のうち、平成２０年４月１日から令和６年３月３１

日までの間に、一定の省エネ改修が行われた住宅（居住部分の割合が２分の１以上、賃貸

住宅は除く）について、１２０㎡までを限度として、工事の翌年の固定資産税額の３分の

１を減額します。なお、この減額措置の適用は一回限りです。
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（要件）

・次の㋐から㋓までの工事のうち、㋐を含む工事を行うこと。（外気等と接する

ものの工事に限る。）

㋐窓の改修 ㋑床の断熱改修 ㋒天井の断熱改修 ㋓壁の断熱改修

・改修部分が現行の省エネ基準に新たに適合するようになること。

・改修工事完了後の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であること。

・他の補助金等を除く自己負担額が５０万円超であること。

※１～※３の減額措置については、原則としてすべて改修工事後３か月以内の申告が必要

です。

※２と※３の減額措置の重複適用のみ可能で、それ以外の重複適用はありません。

⑪ 償却資産の課税のしくみ

事業の用に供する資産について、固定資産評価基準に基づき、取得価額を基礎として、取

得後の経過年数に応ずる価値の減少（減価）を考慮して評価します。

・前年中に取得された償却資産

評価額 ＝ 取得価額 × （１－減価率／２）

・前年前に取得された償却資産

評価額 ＝ 前年度の価格 × （１－減価率） ・・・㋐

ただし、㋐により求めた額が、（取得価額×５／１００）よりも小さい場合は、（取得

価額×５／１００）により求めた額を価格とします。

※固定資産税における償却資産の減価償却の方法は、原則として定率法です。

取得価額…原則として国税の取扱いと同様です。

減価率……原則として耐用年数表（財務省令）に掲げられている耐用年数に応じて減価

率が定められています。

【償却資産の申告】

毎年１月１日現在、事業用の償却資産を所有している方は、１月３１日までに、市役所

に償却資産の申告をしなければなりません。

【課税標準】

課税標準は、賦課期日（毎年１月１日）現在の償却資産の価格（評価額）で償却資産

課税台帳に登録されたものです。

また、課税標準の特例が適用される場合は、その資産の評価額に特例率を乗じたものが

課税標準となります。

⑫ 固定資産税の課税免除・不均一課税

要件に適合する場合は、課税免除又は不均一課税の適用を受けることができます。

【離島振興対策実施地域における固定資産税の特例措置】

笠岡諸島地域において、一定の要件を満たす設備を新増設した場合、新たに固定資産税

が課税されることとなった年度から３年度分の固定資産税の課税を免除します。

（１）対象事業の種類

製造業、旅館業、情報サービス業、農林水産物等販売業等
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（２）対象の資産

取得価格１５０万円以上の新増設された設備（家屋・償却資産）並びに当該家屋の

敷地（その取得の翌日から１年以内に建設の着手があったものに限る。）

（３）設備取得の対象期間

平成２７年１月２日から令和７年３月３１日

（４）税率の軽減

【地方活力向上地域特定業務施設整備計画に伴う固定資産税の特例措置】

地方活力向上地域特定業務施設整備計画に従って、特定業務施設（「調査・企画部門」、

「情報処理部門」、「研究開発部門」、「国際事業部門」、「その他管理業務部門」のいずれか

を有する事務所、研究所、研修所であって重要な役割を担う事業所）を整備した場合、新

たに固定資産税が課税されることとなった年度から３年度分の固定資産税の税率を軽減

します。

（１）対象事業者

令和６年３月３１日までに岡山県の地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認

定を受けた認定事業者

（２）対象の資産

取得価格が３,８００万円（中小企業者等は１,９００万円）以上の新増設された設

備（家屋・償却資産）並びに当該家屋・構築物の敷地（その取得の翌日から１年以内

に建設の着手があったものに限る。）

（３）設備取得の対象期間

地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定を受けた日から２年間

（４）税率の軽減

期間 初年度 第２年度 第３年度

税率 課税免除 課税免除 課税免除

区分 対象者
税率

初年度 第２年度 第３年度

移転型

東京２３区にある本社

機能を移転し、特定業務

施設を整備する事業者

０ 0.35/100 0.7/100

拡充型

地方にある本社機能を

拡充し、特定業務施設を

整備する事業者

０ 0.467/100 0.933/100
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都市計画税は、道路・公園・下水道整備などの都市計画事業又は土地区画整理事業に要する

費用に全額が使われている目的税で、用途地域（旧市街化区域）内の土地・家屋に対して課税

されます。

① 都市計画税を納めていただく人（納税義務者といいます。）

毎年１月１日現在、用途地域（旧市街化区域）内に所在する土地・家屋の所有者です。

なお、固定資産税において免税点未満の人は、都市計画税も課税されません。

② 課税標準額の算定

固定資産税と同じく、土地・家屋の価格が課税標準額になります。

土地については、固定資産税と同様に住宅用地の特例措置、負担水準に応じたなだらかな

税負担の調整措置があります。

なお、新築住宅等に対する減額措置は、都市計画税については適用されません。

③ 税額の計算方法

都市計画税額は次のように計算します。

都市計画税額 ＝ 課税標準額 × 税率

※ 税率は、０.３％です。

④ 納税の方法

固定資産税とあわせて納めていただきます。

都市計画税
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Ｑ 地価が下落しているのにもかかわらず、税額が下がらないのはなぜです

か。

Ａ 平成６年度の評価替えで、全国一律に地価公示価格の７割を固定資産の評

価額とし、それまで市町村間でばらつきのあった評価水準のバランスをとり

ました。この評価替えで税負担が急増しないようになだらかに課税標準額を

上昇させる負担調整措置が講じられました。しかし、各宅地間の評価額の上

昇の違いがそのまま課税標準額の上昇の違いとはならず、負担水準（評価額

に対する課税標準額の割合）にばらつきが生じることとなりました。

さらに全国的に地価の下落が始まり、負担水準のばらつきを拡大させまし

た。そこで平成９年度以降、負担水準の均衡化を重視した調整措置が講じら

れ、これにより、負担水準が高い土地は税負担を引き下げたり、据え置いた

りし、また、負担水準が低い土地はなだらかに税負担を引き上げていくしく

みとなっています。

したがって、地価の動向に関わりなくすべての土地の税額が上がっている

わけではなく、地価が上昇している場合を除けば、負担水準が低い土地に限

られています。

Ｑ 家屋が年々古くなっているのに評価額が下がらないのはなぜですか。

Ａ 家屋の評価額は、評価の対象となった家屋と同一のものを評価替えの時点

において、その場所に新築するものとした場合に必要とされる建築費に、家

屋の建築後の年数の経過によって生ずる損耗の状況による減価をあらわし

た経年減点補正率を乗じて求められます。

ただし、その価額が前年度の価額を超える場合は、通常、前年度の価額に

据え置かれます。建築年次の古い家屋の一部については、過去に建築費の上

昇が続く中、評価額が据え置かれていたこともあって、経年減点補正率を加

味した評価額であっても、以前から据え置かれている価額を下回るまでには

いたらず、評価額が下がらないといったことがあります。

Ｑ 令和元年１１月に住宅を新築したのですが、令和５年度分から固定資産税

の税額が急に高くなっています。なぜでしょうか。

Ａ 新築の住宅に対しては、一定の要件を満たせば、新たに固定資産税が課税

されることになった年度から 3 年度分に限り、120 ㎡分の税額が 2 分の 1

に減額されます。したがって、ご質問の場合は、これまでの 3 年度分は家屋

に対する固定資産税が減額されていましたが、令和５年度からはこの減額適

用期間が終了したことにより、本来の税額を納めていただくことになったわ

けです。

Ｑ 令和４年６月に住宅を倒しました。現在更地です。住宅の税金がかからな

くなるはずなのに、税額が高くなっています。

Ａ 住宅の敷地の用に供されている土地については住宅用地の特例が適用さ

れますので、この土地は今まで課税標準額が軽減された状態でした。住宅を

倒したことにより住宅用地の特例の適用が受けられなくなり、課税標準額が

軽減されない状態で税額の計算をするようになります。今後、新たに住宅を

建てられることがあれば、その時に再度、住宅用地の特例を適用することと

なります。

固定資産税・都市計画税 Q&A
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Ｑ 令和４年 12 月に土地の売買をし、令和５年１月に買主への所有権移転登

記をすませました。令和５年度の固定資産税はどのようになりますか。

Ａ 固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在の登記簿の所有者に課税さ

れることになっています。したがって、年の途中で売買により所有しなくな

った場合でも、令和５年１月１日現在の所有者である売主の方が、令和５年

度の固定資産税を納める義務があります。

Ｑ 固定資産課税台帳を閲覧しましたが、価格に不服があります。

Ａ 固定資産課税台帳に価格等を登録した旨の公示の日以降、納税通知書の交

付を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、固定資産評価審査委員会に

対して審査の申し出をすることができます。

ただし、評価替えが行われる年度（基準年度）以外は、原則として基準年

度の価格が据え置かれるため、次の場合に限り審査の申し出をすることがで

きます。

① 新たに価格が固定資産課税台帳に登録された場合（家屋の新築や土地

の分筆等）

② 前年度からその価格が変更された場合（家屋の増改築や土地の地目変

換等）

③ 地価の下落により土地の価格が修正された場合

④ 償却資産の価格について申し立てる場合

⑤ 評価替えや価格の修正がなされるべきである旨を申し立てる場合

Ｑ 納税通知書の内容に不服があります。

Ａ 納税通知書の交付を受けた日の翌日から起算して３か月以内に、市長に対

して審査請求をすることができます。ただし、固定資産評価審査委員会に対

して審査の申し出をすることができる事項（固定資産課税台帳に登録された

価格）については、市長に対し審査請求をすることはできません。

固定資産税・都市計画税 Q&A
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令和元年 10 月 1 日から軽自動車税は軽自動車税種別割に名称が変わりました。また、軽自

動車を取得する時にかかる自動車取得税（県税）が廃止され、軽自動車税環境性能割（市税）

が創設されました。

■軽自動車税種別割

軽自動車税種別割は、毎年４月１日（賦課期日）現在に、原動機付自転車、小型特殊自動車、

軽自動車二輪、二輪小型自動車、軽自動車の所有者に課税される税金です。

① 税率

【原動機付自転車及び二輪車等】

種別 税率

原動機付自転車

50cc 以下 ２,０００円

50cc 超 90cc 以下 ２,０００円

90cc 超 125cc 以下 ２,４００円

ミニカー ３,７００円

小型特殊自動車

農耕作業用のもの（コンバイン、

トラクター等乗用装置のあるもの）
２,４００円

その他のもの

(フォークリフト、ショベルローダー等)
５,９００円

軽自動車二輪 125cc 超 250cc 以下 ３,６００円

二輪小型自動車 250cc 超 ６,０００円

軽自動車税
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【軽自動車（三輪・四輪以上の車両）】

◆重課税率・旧税率・新税率

◆軽課税率（グリーン化特例）

自動車検査証の「初度検査年月」が令和４年４月～令和５年３月まで（令和４年度に新規

登録）の車両で、下記の＜軽課税率の適用条件＞を満たす車両については、令和５年度分に限

り軽自動車税種別割が軽減されます。

＜軽課税率の適用条件＞

種別

①初期登録から 13

年を超える車両の

税率（重課税率）

②平成 27年 3月 31

日以前に初期登録を

受けた車両の税率で、

左記①に該当しない

もの（旧税率）

③平成 27年 4月 1

日以後に初期登録

を受けた車両の税

率（新税率）

軽

自

動

車

三輪のもの ４，６００円 ３，１００円 ３，９００円

四輪

以上

のもの

乗

用

営業用 ８，２００円 ５，５００円 ６，９００円

自家用 １２，９００円 ７，２００円 １０，８００円

貨

物

営業用 ４，５００円 ３，０００円 ３，８００円

自家用 ６，０００円 ４，０００円 ５，０００円

種別 新税率 75％軽減 新税率 50％軽減 新税率 25%軽減

軽

自

動

車

三輪のもの １，０００円
２，０００円

（乗用営業用のみ）

３，０００円

（乗用営業用のみ）

四輪

以上

のもの

乗

用

営業用 １，８００円 ３，５００円 ５，２００円

自家用 ２，７００円

貨

物

営業用 １，０００円

自家用 １，３００円

種別 排出ガス基準 燃費基準 軽減率

電気自動車・

燃料電池自動車
（基準なし） （基準なし）

新税率から

概ね 75％軽減
天然ガス自動車

平成 21 年排出ガス基準

10％低減達成

または

平成 30 年排出ガス基準

達成

（基準なし）

ガソリン車・

ハイブリッド車

（※排出ガス性能

基準と燃費性能基

準の両方を満たす

必要があります）

乗

用

・

営

業

用

平成 17 年排出ガス基準

75％低減達成

または

平成 30 年排出ガス基準

50%低減達成

令和 12 年度燃費基準

90％達成

かつ

令和２年度燃費基準

達成

新税率から

概ね 50％軽減

令和 12 年度燃費基準

70％達成

かつ

令和２年度燃費基準

達成

新税率から

概ね 25％軽減
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② 申告

軽自動車等を所有しているかどうかは、所有者の申告にもとづきます。

軽自動車等の取得や所有者の住所等の変更があった場合は１５日以内に、軽自動車等を廃

車や売却した場合は３０日以内に次のところへ申告してください。

※原動機付自転車等には、車検制度はありませんが、自賠責保険への加入が義務づけられていま

す。加入の手続きについては、損害保険会社等にお問い合わせください。

【原動機付自転車・小型特殊自動車の申告に必要なもの】

（１）原動機付自転車・小型特殊自動車の新規登録について

（２）原動機付自転車・小型特殊自動車の廃車について

車種 排気量 申告場所

原動機付自転車

小型特殊自動車
125cc 以下

笠岡市総務部税務課市民税係

笠岡市中央町１－１
☎0865－69－2116

軽自動車三輪

軽自動車四輪
－

軽自動車検査協会岡山事務所

岡山市北区久米１７７－３
☎050－3816－3084

軽自動車二輪
125cc 超

250cc 以下
中国運輸局岡山運輸支局

岡山市北区富吉５３０１－５

☎

(登録)050-5540-2072

(検査)086－286－8153二輪小型自動車 250cc 超

手続き 手続きに必要なのもの

廃棄、譲渡、転出を

するとき

(1)ナンバープレート

(2)標識交付証明書

(3)届出者（代理人）の本人確認ができるもの

紛失した、盗難に遭

ったとき（廃車手続

きをする前に必ず警

察へ盗難届を出して

ください。）

(1)標識交付証明書

(2)届出者（代理人）の本人確認ができるもの

※届け出た警察署名、被害年月日、受理番号、届出日の確認

をしますので控えておいてください。

手続き 手続きに必要なのもの

販売業者から購入し

たとき

(1)販売証明書（販売業者の住所または所在地・氏名または

名称・電話番号・販売日・車名・車台番号・排気量等の

記載があるもの）

(2)届出者（代理人）の本人確認ができるもの

市外から転入したと

き（ナンバープレー

トあり）

(1)旧市区町村のナンバープレート

(2)旧市区町村の標識交付証明書

(3)届出者（代理人）の本人確認ができるもの

市外から転入したと

き（廃車手続き済・

ナンバープレート返

納済）

(1)旧市区町村発行の廃車証明書

(2)届出者（代理人）の本人確認ができるもの
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（３）原動機付自転車・小型特殊自動車の名義変更について

③ 納税の方法

市役所から送付する納税通知書によって、５月末日までに納めていただきます。

軽自動車税種別割には、月割課税制度はありませんので、４月２日以降に廃車や名義変更

されても、その年度の軽自動車税種別割は納めていただくことになります。

④ 身体障がい者等に対する軽自動車税種別割の減免について

笠岡市では、身体障がい者手帳、戦傷病者手帳、療育手帳等をお持ちの方で一定の要件を

満たす場合、日常生活に不可欠な手段となっている軽自動車等について、軽自動車税種別割

の減免を行っています。

減免を受けるには、その年度の軽自動車税種別割納期限までに申請が必要です。

手続き 手続きに必要なのもの

笠岡市のナンバー

プレートの付いた

バイク等を譲り受

けたとき

(1)標識交付証明書

(2)譲渡証明書（旧所有者の住所または所在地・氏名または名

称・電話番号・譲渡日・車名・車台番号・排気量等の記載

があるもの）

(3)届出者（代理人）の本人確認ができるもの

他市区町村ナンバ

ープレートの付い

たバイク等を譲り

受けたとき

(1)旧市区町村のナンバープレート

(2)旧市区町村発行の標識交付証明書

(3)譲渡証明書（旧所有者の住所または所在地・氏名または名

称・電話番号・譲渡日・車名・車台番号・排気量等の記載

があるもの）

(４)届出者（代理人）の本人確認ができるもの

笠岡市または他市

区町村にて廃車済

み（ナンバープレー

トなし）のバイク等

を譲り受けたとき

(1)廃車証明書

(2)譲渡証明書（旧所有者の住所または所在地・氏名または名

称・電話番号・譲渡日・車名・車台番号・排気量等の記載

があるもの）

(3)届出者（代理人）の本人確認ができるもの
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■軽自動車税環境性能割

新車・中古車を問わず取得価格が 50 万円を超える三輪・四輪の車両を取得された場合に課

税されます。軽自動車税環境性能割は市税ですが、当分の間は県が賦課徴収を行います。

① 税率

種類 排出ガス基準 燃費基準
税率

自家用 営業用

電気自動車 － － 非課税 非課税

天然ガス車

平成 30 年基準適合

または

平成 21 年基準

10%低減達成

－ 非課税 非課税

ガソ

リン

車

乗用車

平成 30 年基準

50％低減達成

または

平成 17 年基準

75%低減達成

令和 12 年度基準

75％達成

かつ

令和 2 年度基準達成

非課税 非課税

令和 12 年度基準

60％達成

かつ

令和 2 年度基準達成

1％ 0.5%

令和 12 年度基準

55％達成
2％ 1%

車両総重量

2.5 トン

以下の

トラック

平成 30 年基準

50％低減達成

または

平成 17 年基準

75%低減達成

平成 27 年度基準

125％達成
非課税 非課税

平成 27 年度基準

120％達成
1% 0.5%

平成 27 年度基準

115％達成
2% 1%

上記

以外

乗用車 － － 2% 2%

乗用車以外 － － 2% 2%
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Ｑ 私は、４月中旬に５０ccのバイクを友人に譲りましたが、軽自動車税種別割の納税通知

書が送られてきました。税金は私が納めるのでしょうか。

Ａ 軽自動車税種別割は、４月１日を賦課期日としています。（毎年４月１日の所有者に課税

される税金です。）

このため、４月１日に軽自動車等（あなたの場合は、５０ccのバイク）をお持ちの方に

課税されます。したがって、今年度はあなたに課税され、来年から友人の方に課税されます。

なお、名義変更の手続きをしていないと、来年度もあなたに課税されることになりますので、

必ず手続きをしてください。

Ｑ ５０ccのバイクが盗難にあいました。どうすればいいのですか。

Ａ まず、警察に盗難の届出をしてください。その後、税務課で廃車の手続きをしてください。

その際に、盗難届先の警察署名、盗難届の受理年月日・受理番号を記入していただきます

ので、警察署で確認しておいてください。

手続きをされないと、そのバイクについては、いつまでも課税されますので、必ず手続き

をしてください。

Ｑ 私は、１０年来持っていた軽自動車を、８月に廃車しました。４月に納めた軽自動車税

種別割は、自動車税種別割のように、月割で戻してくれる制度はないのですか。

Ａ 自動車税種別割のような月割制度はありません。

軽自動車税種別割は、４月１日現在の所有者に課税される年額の税金です。

ご質問のような場合では、廃車された次の年度から課税されません。

軽自動車税種別割 Q&A
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市たばこ税は、卸売販売業者等が市内の小売販売業者に、たばこを売り渡すときにかかる税

金です。この税金は、たばこを購入するときの価格に含まれていますので、実際は購買者自身

が税金を負担しています。

① 市たばこ税を納めていただく人（納税義務者といいます。）

・製造たばこの製造者

・特定販売業者（輸入業者）

・卸売販売業者

② 納める額

市たばこ税 ＝ 納税義務者が市内の小売販売業者に売り渡した合計本数 × 税率

③ 税率

製造たばこ 1,000 本につき 6,552 円（令和 5 年４月１日現在）

④ 申告と納税

卸売販売業者等が、毎月末日までに、前月分の売り渡し分に対しての算出した税額を申告

し、その税額を納めることになっています。

⑤ 加熱式たばこについて

「加熱式たばこ」は、たばこ税法上、これまで「パイプたばこ」に区分されていましたが、

平成３０年度の税制改正により「加熱式たばこ」の区分が新たに設けられました。

また、加熱式たばこの紙巻たばこの本数への換算方法についても見直されました。新しい

課税方式では、「重量」及び「価格」を基に紙巻たばこの本数に換算します。

市たばこ税
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税金の納付は国民の義務であり、日本国憲法第30条で「国民は、法律の定めるところにより、

納税の義務を負ふ。」と定められています。皆さんの納めていただく市税は、豊かな生活を実現

するために市が行う施策を実行していくための重要な財源となっています。市税は、定められた

納期限までに納付してください。

① 市税の納期限

※ 各納期限は、月の末日となります（ただし、１２月は２５日です）。

※ 各納期限の日が市の休日に当たるときは、市の休日の翌日が納期限となります。

② 市税の納付方法

お送りした納付書で納付する方法と、口座振替制度を利用する方法があります。

【納付書で納める場合】

下記の場所で納付いただけます。

・笠岡市役所収納対策課（木曜日は19時まで開庁）

及び出張所（白石島・北木島・真鍋島）

・金融機関（笠岡信用組合、中国銀行、広島銀行、トマト銀行、玉島信用金庫、

晴れの国岡山農業協同組合、全国のゆうちょ銀行）

税 目
４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

市県民税

普通徴収
１
期

２
期

３
期

４
期

年金特別徴収 ○ 〇 〇 〇 〇 〇

給与特別徴収 徴収した月の翌月１０日まで

法 人

市民税

確 定 事業年度終了の日から２か月以内

予 定 事業開始の日以後６か月を経過した日から２か月以内

固定資産税・都市計画税
１
期

２
期

３
期

４
期

軽自動車税種別割
全
期

市たばこ税 翌月の末日まで

国民健康

保 険 税

普通徴収
１
期

２
期

３
期

４
期

５
期

６
期

７
期

８
期

年金特別徴収 〇 〇 〇 〇 〇 〇

市税の納付
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・コンビニエンスストア（全国）

セブン-イレブン、ローソン、ローソンストア100、ファミリーマート、ポプラ、

ミニストップ、セイコーマート、生活彩家、タイエー、ハマナスクラブ、くらしハウス、

ハセガワストア、スリーエイト、ニューヤマザキデイリーストア、デイリーヤマザキ、

ヤマザキデイリーストア、ヤマザキスペシャルパートナーショップ、ＭＭＫ(マルチメデ

ィアキオスク端末)設置店

・スマートフォン決済

PayPay、LINE Pay、支払秘書、PayB、J-Coin、ｄ払い、auPAY

・QRコード決済

納付書に地方税統一QRコード（eL-QR）が印刷してある場合は、地方税共同機構が

提供する「地方税お支払サイト」を利用して、スマートフォン決済アプリでの納付やク

レジット決済が可能になります。また、現金納付の場合は、全国の地方税統一QRコ

ード対応金融機関での納付が可能になります。

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

〔コンビニエンスストア、スマートフォン決済、QRコード決済における注意点〕

※ コンビニエンスストアではバーコードのついた税額 30万円以下の納付書であれ

ば納付できます。ただし、金額訂正したとき、バーコードのない納付書や読み取れ

ないものは取り扱いできません。

※ スマートフォン決済、QRコード決済をご利用の場合、領収書が発行されません。

領収書が必要な方は、市役所・金融機関等で納付してください。

【口座振替で納める場合】

・取扱金融機関

笠岡信用組合、中国銀行、広島銀行、トマト銀行、玉島信用金庫、

晴れの国岡山農業協同組合、全国のゆうちょ銀行

・手続き方法

お取引されている取扱金融機関の窓口で申し込み手続きができます。

必要な物は、口座振替依頼書、預貯金通帳、届出印（、納税通知書）です。

口座振替依頼書は、市内の取扱金融機関、笠岡市役所収納対策課、各出張所に備え

ています。収納対策課（0865-69-2117）までご連絡いただければ郵送いたします。

※ 納税義務者名毎に、それぞれに手続きが必要です。

※ 一度手続きすると翌年度以降も自動的に口座振替が継続されます。

・口座振替のできる市税及び振替方法

（注）税目ごとに引き落としの選択はできません。

・口座振替の開始及び振替日

振替日は各納期限日（全期一括振替の場合は、第1期の納期限）です。

税 目 振替の方法

市県民税（普通徴収）
選択

期別（納期ごとの振替）

固定資産税・都市計画税 全納（税目ごとの第１期に年度分一括振替）

軽 自 動 車 税 種 別 割 期別（年度分一括振替）

国 民 健 康 保 険 税 期別（納期ごとの振替）



42

振替の開始は、取扱金融機関等の受付日の翌月末に到来する振替日からです。

後日、「口座振替開始のお知らせ」を送付しますので、開始月・金融機関等をご確認

ください。

③ 市税の還付

納め過ぎた税金（過誤納金）が発生した場合は、納税義務者に「過誤納金還付請求書兼口座

振込依頼書」をお送りします。

【還付方法】

預貯金口座への振り込みとなります。お送りした用紙に納税義務者の住所・氏名・

電話番号、及び預貯金口座欄へ必要事項を記入、押印して返送してください。

納税義務者がお亡くなりのときは、代表相続人の方をご記入ください。（納税義務者

との続柄もご記入ください。）

【充当】

市税に滞納があるときは還付金を充当します。事務処理後、還付充当通知書（市税の

領収証にかわるもの）を送付します。

【還付加算金】

還付額や期間によって次の計算から求めた還付加算金が加算されます。

①基礎となる額：1,000 円未満の端数は切り捨てます。ただし、2,000 円未満の

額の場合は0円とします。

②還付加算金の割合：毎年の還付加算金特例基準割合により決定されます。

《令和３年１月１日以降》

各年の前々年の９月から前年の８月までの各月における国内銀行の新規の短

期貸出約定平均金利の合計を 12で除して得た割合として各年の前年の 11月

30日までに財務大臣が告示する割合に、年0.5％の割合を加算した割合となり

ます。（還付加算金特例基準割合）

《平成26年 1月 1日～令和２年１２月３１日》

各年の前々年の10月から前年の9月までの各月における国内銀行の新規の

短期貸出約定平均金利の合計を 12で除して得た割合として各年の前年の 12

月 15日までに財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合とな

ります。（特例基準割合）

期 間
還付加算金

特例基準割合

令和３年１月１日から令和３年 12月 31日 年１.０％

令和４年１月１日から令和５年 12月 31日 年０.９％

還付加算金 ＝ ①基礎となる(還付)額 × ②還付加算金の割合

× 納め過ぎとなった日から還付の日までの日数 ÷ 365日
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《平成25年 12月 31日以前》

各年の前年の11月 30日の商業手形の基準割引率（日本銀行法第15条

第 1項第1号で定められている率）に、年4％の割合を加算した割合となりま

す。0.1％未満の端数があるときは切り捨てます。

④ 納税の猶予

【徴収猶予】

納税義務者が、次の理由で市税を納期内に納めることが困難な場合は、申請によって、

１年以内の期間に限り、徴収の猶予が認められる場合があります。

申請期限はありませんが、猶予を受けようとする期間より前に申請してください。

ア 震災、風水害、火災、その他の災害を受け、又は盗難にあったとき

イ 納税者または家族が病気にかかったり、負傷したとき

ウ 事業を廃止又は休止したとき

エ 事業について、著しい損失を受けたとき

【換価の猶予】

納税義務者が、次のすべての要件に該当する場合は、１年以内の期間に限り、換価の猶予

が認められる場合があります。

ア 市税を一時に納付することにより、その事業の継続又は生活の維持を困難に

するおそれがあると認められること

イ 納税について誠実な意思を有すると認められること

ウ 換価の猶予を受けようとする市税以外の市税の滞納がないこと

エ 納付すべき市税の納期限から６か月以内に申請書が提出されていること

オ 原則として、担保の提供があること

⑤ 市税の滞納

滞納とは、市税を定められた納期限までに納付しないことをいいます。納期限を過ぎると、

単なる納付忘れや特別な事情により納付できない場合などを考慮して、まず督促状を発送し、

次に催告書や電話などで納付を促します。

【督促手数料】

市税を納期限までに完納されない場合、督促状を発送します。督促状 1通につき督促手

数料50円を徴収します。

期 間 特例基準割合

平成 30年１月１日から令和２年12月 31日 年１.６％

平成29年１月１日から平成29年 12月31日 年１.７％

平成27年１月１日から平成28年 12月31日 年１.８％

平成26年１月１日から平成26年 12月31日 年１.９％

期 間 特例基準割合

平成22年１月１日から平成25年12月31日 年４.３％

平成21年１月１日から平成21年12月31日 年４.５％
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【滞納処分】

市税を滞納したままですと、納期限までに納められた方との公平性や、大切な市税を確

保するため、やむを得ず、滞納している人の財産（不動産･預貯金･給与等）などを差し押

さえ、さらにその財産を公売するなどの滞納処分を行います。

【延滞金】

納期限を過ぎると、次の計算により延滞金が加算されます。

延滞金 ＝ ①税額 × ②延滞金の割合 × ③日数

①税額：1,000円未満の端数は切り捨てます。ただし、2,000 円未満の額の場合

は0円とします。

②延滞金の割合：

《令和３年１月１日以降》

A：納期限の翌日から１月を経過する日までの期間

年「7.3％」と「延滞金特例基準割合＋１％」のいずれか低い割合を適用

する。

B：納期限の翌日から１月を経過した日の翌日以降

年「14.6％」と「延滞金特例基準割合＋7.3％」のいずれか低い割合を

適用する。

【延滞金特例基準割合】

各年の前々年の９月から前年の８月までの各月における国内銀行の新規

の短期貸出約定平均金利の合計を12で除して得た割合として各年の前年

の11月 30日までに財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した

割合

《平成26年 1月 1日～令和２年１２月３１日》

A：納期限の翌日から１月を経過する日までの期間

年「7.3％」と「特例基準割合＋１％」のいずれか低い割合を適用する。

B：納期限の翌日から１月を経過した日の翌日以降

年「14.6％」と「特例基準割合＋7.3％」のいずれか低い割合を適用

する。

【特例基準割合】

各年の前々年の10月から前年の9月までの各月における国内銀行の新規

の短期貸出約定平均金利の合計を12で除して得た割合として各年の前年の

12月 15日までに財務大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合

期 間
割合

A B

令和３年１月１日から令和３年12月 31日 ２.５％ ８.８％

令和４年１月１日から令和５年12月 31日 ２.４％ ８.７％
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《平成25年 12月 31日以前》

A：納期限の翌日から１月を経過する日までの期間

原則として年7.3％の割合を適用する。

ただし、平成12年 1月 1日以後の延滞金の割合（年7.3％部分）につ

いては、年「7.3％」と「特例基準割合（前年の11月30日の日本銀行が定

める基準割引率＋4％）」のいずれか低い割合を適用する。

B：期限の翌日から１月を経過する日の翌日以降

年14.6％を適用する。

③日数：納期限の翌日から納付の日まで

【延滞金の計算例】

令和５年5月３１日納期限の固定資産税(第 1期)41,600 円を、令和５年１２月１５日

に納付した。

①税額 41,000 円（1,000円未満切り捨て）

②延滞金 割合Aの2.4％ 割合Bの 8.7％

③日数 30日(6月 1日～30日) １６８日(7 月 1日～12月 15日)

延滞金計算 41,000×2.4/100×30/365 ＋ 41,000×8.7/100×168/365≒1,722

滞納額＝本税41,600 円＋督促手数料50円＋延滞金1,700円(100円未満切り捨て）

＝43,350 円

⑥ 不服申立て

市税の賦課決定や滞納処分（督促や差押など）について不服のある人は、市長に対して文書

により審査請求をすることができます。

期 間 割合

平成22年１月１日から平成25年 12月 31日 ４.３％

平成21年１月１日から平成21年 12月 31日 ４.５％

平成20年１月１日から平成20年 12月 31日 ４.７％

平成19年１月１日から平成19年 12月 31日 ４.４％

平成14年１月１日から平成18年 12月 31日 ４.１％

平成12年１月１日から平成13年 12月 31日 ４.５％

平成11年 12月 31日以前 ７.３％

期 間
割合

A B

平成30年１月１日から令和２年12月 31日 ２.６％ ８.９％

平成29年１月１日から平成29年12月31日 ２.７％ ９.０％

平成27年１月１日から平成28年12月31日 ２.８％ ９.１％

平成26年１月１日から平成26年12月31日 ２.９％ ９.２％
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審査請求期間は次のとおりです。

区 分 期 間

市税の賦課決定 納税通知書を受けとった日の翌日から起算して３か月以内

督促

督促状を受けとった日の翌日から起算して３か月以内、又

は差押えにかかる決定の通知を受けとった日の翌日から起

算して3か月を経過した日のいずれか早い日まで

不動産などの差押え
差押えのあったことを知った日の翌日から起算して 3か月

以内、又はその公売の期日のいずれか早い日まで
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Ｑ 現在、口座振替で納付していますが、別の金融機関に変更したいときはどうす

ればよいですか。

Ａ 口座振替をする金融機関や口座を変更したいときは、新規の手続きと同様に「口

座振替納付依頼書」を、今後使用したい金融機関に提出してください。現在口座

振替している金融機関への手続きは不要です。

ただし、手続き後、登録事務が完了するまでに1ヶ月程度必要ですので、余裕

を持って手続きをお願いします。

Ｑ 振替日に残高不足などで振替（引き落とし）ができませんでした。後日、口座

に入金した場合、遡って振替ができますか。できない場合はどうすればよいです

か。

Ａ 振替日を過ぎた場合、後日お金を口座に入金されても振替はできません。

振替ができなかった分について、市から振替不能通知書を送付しますので、金

融機関等で納めてください。

口座振替は継続されますので、次の納期分からは確実に振替ができるよう、口

座の残高を事前にご確認ください。

なお、口座振替が全期前納で振替不能となった場合は、第１期分のみ送付する

振替不能通知書で納付してください。第２期分以降は納期ごとに口座から振替と

なります。翌年度は、全期前納の振替が継続されます。

Ｑ やむを得ない事情で納期限までに市税を納めることができません。どうしたら

よいですか。

Ａ 納税ができない事情がある場合は、納期限までに収納対策課へお越しいただき

ご相談ください。来庁できないときは、電話でご連絡ください。

Ｑ 督促状が送られてきました。市役所まで行かないといけませんか。

Ａ 督促状は、納期限までに税金を完納されないときに送付するものです。

金融機関・コンビニエンスストア・スマホ決済等にて督促状で、納めてくださ

い（お手元の納付書との二重納付にご注意ください）。

なお、督促状１通につき５０円の督促手数料が必要となります。

Ｑ 市税を滞納しており、督促状や催告書が送られてきていましたが、無視してい

たら「差押調書(謄本)」が送られてきました。差し押さえる前に連絡や、本人の

同意が必要なのではないでしょうか。

Ａ 督促状を発送して１０日を経過した日（１１日目）までに完納されないときは、

滞納処分（差押等）をしなければならないことになっています（地方税法第331

条等）。従って、差し押さえる前に連絡や本人の同意を得る必要はありません。

市税の納付 Q&A
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市税の納付 Q&A
Ｑ 借金があるので税金が払えません。

Ａ 税金はすべての借金などに優先すると規定されています（地方税法第14条 地

方税優先の原則）ので、税金の納付を最優先してください。

Ｑ 税金を滞納して何か困ることがありますか？

Ａ 税金を滞納すると、次のようなことが考えられます（これらは一部です）。

１ 各種申請などに必要な「滞納がない証明書」が発行されません。

２ 財産調査が行われ、お勤め先や取引先金融機関などに滞納している事実が知

られるとともに、事務処理などで迷惑をかけることになります。

３ 滞納処分により、あなたの大切な財産や社会的信用を失う恐れがあります。

市税の納付 Q&A
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① 証明の種類と手数料及び交付申請場所

※１件とは一納税義務者を示します。

・市税の納付や申告等が必要なものは、税務課での対応となることがあります。

・市税の納付後、２週間以内に納税証明の交付を申請される場合は、当該市税の領収書又

は、口座振替された記載のある通帳を持参して下さい。

申請場所

種類 内容 手数料

窓口 郵
便

コ
ン
ビ
ニ

税
務
課

出
張
所

吉
田
文
化
会
館

(市県民税)

所得・課税

証 明 書

個人 収入・所得・市県民税額
１年度１人

３００円
○ ○ ○ ○ ○

世帯 収入・所得・市県民税額
１年度１世帯

３００円
○ ○ ○ ○

固
定
資
産

資 産 証 明 書 所有している資産
１年度１件

３００円
○ ○ ○ ○

評 価 証 明 書 所有している資産の評価額
１年度１件

３００円
○ ○ ○ ○

公 課 証 明 書
所有している資産の評価額

と税額

１年度１件

３００円
○ ○ ○ ○

納
税
証
明

納 税 証 明 書
市税の年税額・納付済額・

未納額・納期未到来額

１年度１件

３００円
○ ○ ○ ○

完 納 証 明 書 市税の滞納がない証明
１件

３００円
○ ○ ○ ○

軽自動車税種別割

納 税 証 明 書

（継続検査用）

軽自動車の車両番号及び納

付済年月日
無料 ○ ○ ○ ○

住宅用家屋証明
登録免許税軽減のための家

屋証明

１通

１,３００円
○ ○

市税の証明
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② 証明の交付申請

【窓口での交付申請】

（１）受付日時

午前８時３０分～午後５時１５分

（税務課のみ木曜日は午前８時３０分～午後７時）

※土・日曜日、祝日及び、１２月２９日から１月３日は除きます。

（２）申請に必要なもの

※マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証、介護保険証、後期高齢者医療保

険証等のご本人確認ができる書類を窓口でご提示ください。

【郵便での交付申請】

遠方にお住まいの場合等、窓口へお越しになれない場合に郵便で証明書の交付申請をす

ることができます。

（１）申請に必要なもの

次の４点を市役所（税務課）まで送付してください。

窓口にこられる方 必要なもの

本人 ・本人確認書類（※）

代理人

・証明書の必要な方が署名、押印した委任状

（笠岡市内で証明の必要な方と同一世帯の代理人が申請

する場合は不要）

・代理人の本人確認書類（※）

法人の代理人

・証明書の必要な法人が署名（会社名・代表者名）、押印（代

表者印）した委任状

・代理人の本人確認書類（※）

相続人
・相続関係のわかる書類（戸籍謄本等）

・窓口へお越しになる方の本人確認書類（※）

必要なもの 注意事項

申請書

申請書は笠岡市ホームページからダウンロードできます

・申請人の住所、氏名、フリガナ、生年月日

・証明書の必要な方の住所、氏名、フリガナ、生年月日

※転出された方の場合、笠岡市での住所も必要となります

・代理人が申請する場合、証明書の必要な方が署名、押印し

た委任状

※法人の証明書が必要な場合、署名（会社名・代表者名）、

押印（代表者印）した委任状

※相続人の場合、相続関係のわかる書類（戸籍謄本等）

・電話番号（昼間連絡のつく番号）

・証明書の使用目的

・必要な証明書の種類・年度・枚数
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【宛先】

〒714-8601 笠岡市中央町１番地の１ 笠岡市役所 税務課市民税係 宛

【コンビニエンスストアでの交付申請】

全国のコンビニエンスストアでマイナンバーカードを使用して、各店舗にあるキオスク

端末を操作することで、ご本人の最新年度の(市県民税)所得・課税証明書を取得すること

ができます。（過年度の証明書は取れません。窓口か郵便で請求してください。）

（１）受付日時

午前６時３０分～午後１１時

※１２月２９日から１月３日と５月３１日は除きます。

（２）申請に必要なもの

ご本人のマイナンバーカード

※マイナンバーカード交付時に設定した４桁の暗証番号（利用者証明用電子証明

書暗証番号）も必要です。

申請人の本人確認

書類の写し

・マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証、介護保険

証、後期高齢者医療保険証等の写し

返信用封筒
・宛先を記入し、切手を貼付してください

※返信先は原則として申請人の住所地です

手数料分の

定額小為替

・ゆうちょ銀行または郵便局にてお求めください

※つり銭のないようにご用意ください



52

Ｑ 私は、今年3月に笠岡市に引っ越してきました。所得・課税証明書は、笠岡市

で取れますか。

Ａ 市民税は、毎年1月1日に住んでいたところで課税されます。あなたの場合は、

今年度の市民税は以前住んでいたところで課税されますので、そちらで所得・課税

証明書を取ってください。

Ｑ 資産証明について、私は笠岡市笠岡Ａ番地を今年の 4月にＢさんより購入しま

した。資産証明書を必要とするのですが、証明書を交付してくれますか。

Ａ 固定資産税は、毎年1月1日現在の土地・家屋・償却資産の所有者に課税され

ます。

あなたが、今年度の資産証明を取りたい場合は、笠岡市笠岡Ａ番地の登記済証、

売買契約書等の所有権の移転を証する書面が必要となります。

Ｑ 住宅用家屋証明について、私は今年４月に店舗併用住宅を新築しました。登録

免許税の軽減を受けたいのですが、店舗併用住宅でもその措置は受けられますか。

なお、建物の延べ床面積は２００㎡です。そのうちの１０㎡が店舗部分です。

Ａ 軽減措置は受けられます。

併用住宅の場合、その家屋の床面積の９０％を超える部分が住宅であれば、該当

となります。また、それ以外に、自分の住宅として使用していること、住宅の床面

積が５０㎡以上であること、及び新築後１年以内の登記であることが軽減の条件と

なります。

市税の証明 Q&A
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※ 固定資産の評価額に対する不服審査の申し出については、下記までお問合せください。

固定資産評価審査委員会事務局

TEL ０８６５－６９－２１６４ FAX ０８６５－６３－６１３０

E-mail：senkyokanri@city.kasaoka.lg.jp （選挙管理委員会と共通）
〒714－0081 笠岡市笠岡１８７２番地の１９

問合せたいこと 担当 電話番号 Eメール

個人市民税

税務課

市民税係
0865-69-2116

zeimu@city.kasaoka.lg.jp

法人市民税

軽自動車税種別割

原付自転車の標識交付

市たばこ税

市税の証明

固定資産税・都市計画税 税務課

固定資産税係
0865-69-2118

特別土地保有税

軽自動車税環境性能割
岡山県備前県民局

税務部久米分室
086-245-6200 －

市税の納付

収納対策課 0865-69-2117 syunoutaisaku@city.kasaoka.lg.jp
口座振替

納税相談

滞納処分

過誤納金の還付

市税に関する問合せ先

mailto:senkyokanri@city.kasaoka.lg.jp
mailto:zeimu@city.kasaoka.lg.jp
mailto:syunoutaisaku@city.kasaoka.lg.jp
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